
　電算システムの運用 ３　電算システムの運用
Plan 1 　・税システム、確定申告支援システム、課税資料 　・税システム、確定申告支援システム、課税資料 　・税システム、確定申告支援システム、課税資料 　・税システム、確定申告支援システム、課税資料

　　原票管理システム、住民税シミュレーションシ 　　原票管理システム、住民税シミュレーションシ 　　原票管理システム、住民税シミュレーションシ 　　原票管理システム、住民税シミュレーションシ
（実績） 　　ステムの保守及び税制改正に伴う改修等 　　ステムの保守と税制改正に伴う改修等 　　ステムの保守と税制改正に伴う改修等 　　ステムの保守と税制改正に伴う改修等

　・課税資料原票管理システムの更新 　・地方税ポータルシステム（eLTAX）の利用促進 　・地方税ポータルシステム（eLTAX）の利用促進 　・地方税ポータルシステム（eLTAX）の利用促進
Do 2 　・地方税ポータルシステム（eLTAX）の利用促進 　　と国税連携の推進 　　と国税連携の推進 　　と国税連携の推進

　　と国税連携の推進    
    
４　確定申告、市県民税申告の受付 ４　確定申告、市県民税申告の受付 ４　確定申告、市県民税申告の受付 ４　確定申告、市県民税申告の受付
　・受付期間　2/6、7、14（還付申告のみ）
　　　　　　　2/17～3/17（20日間）
　・受付件数　6,042件
　　　　　　　（税務署受付分除く。）

指標の年度目標値 92.0% 93.0% 93.0% 93.0%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 61,150千円 市債 0千円 66,780千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 61,150千円 一般財源 66,780千円

職員数/人件費 正 13.24人 会計任 2.02人 81,577 千円 正 13.25人 会計任 1.89人 80,742 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 88.3% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容
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年度 事務事業評価

○基本目標 ：12公平公正な課税と徴収 指 標 名 給与所得者の給与特別徴収による賦課割合 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 97

○基本的政策：01市民税の公正で適正な課税 指標の目標値 93.0% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 市民税課

　 関 係 法 令 　地方税法、地方税法施行令、地方税法施行規則、東近江市税条例、東近江市税条例施行規則 －

○ 施策 ：01適正な市民税の課税 市 条 例 等 作　　成　　者 中西　安治

事務事業名 　個人市民税、法人市民税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税等の賦課業務及び諸証明の発行を行い
関連計画ます。

市民税等賦課事務 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 010000
算

款   項   目 020202

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　市税の賦課 １　市税の賦課 １　市税の賦課 １　市税の賦課
　・個人市民税 　・個人市民税 　・個人市民税 　・個人市民税
　・法人市民税 　・法人市民税 　・法人市民税 　・法人市民税
　・軽自動車税 　・軽自動車税 　・軽自動車税 　・軽自動車税
　・市たばこ税 　・市たばこ税 　・市たばこ税 　・市たばこ税
　・入湯税 　・入湯税 　・入湯税 　・入湯税
    
２　税務証明書の交付等 ２　税務証明書の交付等 ２　税務証明書の交付等 ２　税務証明書の交付等
　・課税(所得)証明書等の交付 　・課税(所得)証明書等の交付 　・課税(所得)証明書等の交付 　・課税(所得)証明書等の交付

主な事業内容 　・課税資料照会に対する回答 　・課税資料照会に対する回答 　・課税資料照会に対する回答 　・課税資料照会に対する回答
　・オンライン申請の導入（1/30～） 　 　 　

（年次計画） 　    
３　電算システムの運用 ３　電算システムの運用 ３



の賦課　　全市域約８万５千棟
    
３　償却資産を所有する事業者への固定資産 ３　償却資産を所有する事業者への固定資産 ３　償却資産を所有する事業者への固定資産 ３　償却資産を所有する事業者への固定資産
　　税の賦課 　　税の賦課 　　税の賦課 　　税の賦課

主な事業内容 　・申告、調査により、課税標準額を決定 　・申告、調査により、課税標準額を決定 　・申告、調査により、課税標準額を決定 　・申告、調査により、課税標準額を決定
　・課税客体の適正把握の促進 　・課税客体の適正把握の促進 　・課税客体の適正把握の促進 　・課税客体の適正把握の促進

（年次計画）     
４　各種証明書（評価証明、公課証明、住宅用 ４　各種証明書（評価証明、公課証明、住宅用 ４　各種証明書（評価証明、公課証明、住宅用 ４　各種証明書（評価証明、公課証明、住宅用

Plan 1 　　家屋証明、地番図の写し等）の発行 　　家屋証明、地番図の写し等）の発行 　　家屋証明、地番図の写し等）の発行 　　家屋証明、地番図の写し等）の発行
    

（実績） ５　窓口来庁者や電話照会、相談への対応 ５　窓口来庁者や電話照会、相談への対応 ５　窓口来庁者や電話照会、相談への対応 ５　窓口来庁者や電話照会、相談への対応
    

Do 2 ６　令和９年度評価替えに向けた業務の実施 ６　令和９年度評価替えに向けた業務の実施 ６　令和９年度評価替えに向けた業務の実施 ６　令和12年度評価替えに向けた業務の実施
　・用途地区、状況類似地区及び標準宅地の見直し 　・路線等の現地調査 　・路線価格の付設、地目判読調査 　・用途地区、状況類似地区及び標準宅地の見直し
 　・土地鑑定評価の実施 　・家屋評価点数等の改算

 　・評価要領の改訂
  
７　空中写真測量業務の実施  
 
 

指標の年度目標値 60% 70% 70% 70%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 37千円 県支出金 37千円

事業の財源 43,006千円 市債 0千円 140,940千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 25,739千円

一般財源 42,969千円 一般財源 115,164千円

職員数/人件費 正 15.29人 会計任 2.82人 93,528 千円 正 16.09人 会計任 2.02人 96,304 千円
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計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：12公平公正な課税と徴収 指 標 名 固定資産税課税資料のデータ化率 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 389

○基本的政策：02固定資産税の公正で適正な課税 指標の目標値 70% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 資産税課

　 関 係 法 令 　地方税法、地方税法施行令、地方税法施行規則、東近江市税条例、東近江市税条例施行規則、東近 －
江市都市計画税条例、東近江市都市計画税規則、固定資産評価基準

○ 施策 ：01適正な資産税の課税 市 条 例 等 作　　成　　者 臺野　暢之

事務事業名 　固定資産税（都市計画税）に係る賦課・調定に関する業務及び窓口証明書発行業務を行います。
関連計画

固定資産税賦課事務 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 020000
算

款   項   目 020202

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　土地評価基準に基づく固定資産税（都市 １　土地評価基準に基づく固定資産税（都市 １　土地評価基準に基づく固定資産税（都市 １　土地評価基準に基づく固定資産税（都市
　　計画税）の賦課　　全市域約18万２千筆 　　計画税）の賦課　　全市域約18万２千筆 　　計画税）の賦課　　全市域約18万２千筆 　　計画税）の賦課　　全市域約18万２千筆
　・時点修正の実施 　・土地鑑定評価及び時点修正の実施 　・時点修正の実施 　・時点修正の実施
    
２　家屋評価基準に基づく固定資産税（都市 ２　家屋評価基準に基づく固定資産税（都市 ２　家屋評価基準に基づく固定資産税（都市 ２　家屋評価基準に基づく固定資産税（都市
　　計画税）の賦課　　全市域約８万５千棟 　　計画税）の賦課　　全市域約８万５千棟 　　計画税）の賦課　　全市域約８万５千棟 　　計画税）



３　滞納者に督促・催告し、納付のない場合は、財 ３　滞納者に督促・催告し、納付のない場合は、財 ３　滞納者に督促・催告し、納付のない場合は、財 ３　滞納者に督促・催告し、納付のない場合は、財
　　産調査を行い、差押等の滞納処分を執行する。 　　産調査を行い、差押等の滞納処分を執行する。 　　産調査を行い、差押等の滞納処分を執行する。     産調査を行い、差押等の滞納処分を執行する。
    

主な事業内容 ４　口座振替の推進 ４　口座振替の推進 ４　口座振替の推進 ４　口座振替の推進
    

（年次計画） ５　税務証明書の交付（納税証明、完納証明等） ５　税務証明書の交付（納税証明、完納証明等） ５　税務証明書の交付（納税証明、完納証明等） ５　税務証明書の交付（納税証明、完納証明等）
    

Plan 1 ６　実態調査 ６　実態調査 ６　実態調査 ６　実態調査
  

（実績） 指標の年度実績値
　現年度99.4%

Do 2 　過年度53.4%

指標の年度目標値 98.2% 98.3% 98.9% 98.9%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 61,907千円 市債 0千円 69,192千円 市債 0千円

その他 7,998千円 その他 10,655千円

一般財源 53,909千円 一般財源 58,537千円

職員数/人件費 正 14.87人 会計任 1.46人 91,650 千円 正 14.52人 会計任 1.82人 87,407 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 98.9% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　収納率向上のため、チラシ作成や広報による周知 　収納率向上のため継続して口座振替を推進するほ 現状維持 ○ 財源
などの取組を行い、継続して口座振替を推進した。 か、納付機会の拡充と納税者の利便性の向上のため
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度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：12公平公正な課税と徴収 指 標 名 市税収納率 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 32

○基本的政策：03公正で適正な税の収納 指標の目標値 98.3% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 納税課

　 関 係 法 令 　地方税法、地方税法施行令、地方税法施行規則、国税徴収法、滞納処分と強制執行等との手続の調 －
整に関する法律、東近江市税条例、東近江市税条例施行規則

○ 施策 ：01税収納率の向上 市 条 例 等 作　　成　　者 安井　政幸

事務事業名 　納付書の発送、納付方法や納期限等の周知、また未納者に対しては、督促状、催告書の送付や差押
関連計画等の滞納処分を行います。

納税管理事務 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計　納税証明書等の発行業務を行います。

大事業コード 030000
算

款   項   目 020202

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　税の収納業務として、口座振替、コンビニ収納 １　税の収納業務として、口座振替、コンビニ収納 １　税の収納業務として、口座振替、コンビニ収納 １　税の収入業務として、口座振替、コンビニ収
　　（PayB含む）、地方税共通納税システムの利用 　　（PayB含む）、地方税共通納税システムの利用 　　（PayB含む）、地方税共通納税システムの利用 　　納（PayB含む）、地方税共通納税システム、
　　、過誤納付処理、督促・催告を行う。 　　、過誤納付処理、督促・催告を行う。 　　、過誤納付処理、督促・催告を行う。 　　過誤納付処理、督促・催告を行う。
    
２　税の収納率の向上（現年度・過年度） ２　税の収納率の向上（現年度・過年度） ２　税の収納率の向上（現年度・過年度） ２　税の収納率の向上（現年度・過年度）
    


